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研究テーマ 経緯

2018年 「MaaS」概念定義と海外・国内事例研究

2019年 奈良を題材としたインバウンド型MaaS実証実験

2020年 「地方版MaaS」（生活型）

COVID-19の影響で路線バス各社は大きな影響を受けている。
特に地方では観光客の減少が顕著であり、かつ今後も第2派、第3派
の懸念があり「観光」をテーマに掲げる事は難しい



地方バス事業者の課題／解決策

≪課題≫
住民の潜在的な移動需要や課題を把握出来ていない。
→ 需要や課題を把握することで「現在の路線の改善」や

「新たな仕組みの導入」などに繋げられないか？

≪解決策≫
案①：【調査】デジタルテクノロジーを活用した行動分析

デジタルテクノロジーを使って、住民の意見、提案を収集する事で移動
需要や課題を把握し、路線の改善を図る

→ “decidim”を利用した実証実験を試行する

案②：【実証実験】サブスクリプションを絡めた実証実験
公共交通、商業施設などを絡めたサブスクリプリプションの実証実験を
実施し、市民の需要や課題を把握し新たな仕組みを検討する

→ 路線バス、タクシー、スーパー、病院、公共施設など期間限定で試行



デジタルテクノロジーを活用した行動分析

行政・自治体

自治体



ご興味のある方

今年度の研究はアルピコ交通が主体となり、長野県下で
実施検討しています。
行政、自治体の方々にはこれからご相談申し上げる予定です。

ご興味のある方はぜひ、TDBC までお声がけください。
今なら昨年度の研究報告もご覧になれます。
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